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令和５年５月３０日 
自 動 車 局 旅 客 課 

貨 物 課 
     自動車局 

貨客混載制度の実施区域の見直しについて 

１．背景 
これまで、貨客混載の実施については、乗合バス事業者は全国において、また、貸切 

バス事業者、タクシー事業者及びトラック事業者は過疎地域又は過疎地域とみなされた
区域であって、人口３万人に満たない市町村（以下単に「過疎地域」という。）において
認められていましたが、令和３年４月に、複数の地方公共団体より、スーパーシティ提案
の枠組みを通じて本制度の見直しに関する提案がなされました。 
これらの提案については、国家戦略特区ワーキンググループ（令和４年９月 26 日開催）

等で議論を行ってきたところ、「国家戦略特区において取り組む規制改革事項等    
について」（令和４年 12 月 22 日国家戦略特別区域諮問会議決定）において「貨客混載
に係る現行制度下ではカバーできない具体的なニーズ等について、全国的なアンケート
調査等を踏まえ対応を検討し、令和４年度中に結論を得て、令和５年度に速やかに必要
な措置を講ずる」こととされたところです。 

今般、内閣府地方創生推進事務局と共同で実施した調査を踏まえ、過疎地域以外に  
おいても貨客混載の実施に係る具体的なニーズが一定程度確認できたことから、貨客 
混載の実施区域の見直し等の措置を講じます。 

 

２．概要 

貸切バス事業者及びタクシー事業者によるトラック事業の許可の取扱いについて、 
地域の関係者による協議が調ったことを条件として、過疎地域以外においてもバス・  
タクシー事業に用いる車両で貨物の運送を行うことができることとします。 
トラック事業者による乗合バス事業、貸切バス事業及びタクシー事業の許可の取扱い

についても、地域の関係者による協議が調ったことを条件として、過疎地域以外に   

おいてもトラック事業に用いる車両で旅客の運送を行うことができることとします。 
※見直し後の制度の詳細については、別紙１を参照ください。 
※全国的なアンケート調査等を踏まえ、具体的なニーズが確認された地方公共団体に
ついては、別紙２を参照ください。 

 

３．今後のスケジュール 
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地域におけるニーズを踏まえ、貸切バス事業者やタクシー事業者がトラック事業の許可を 
取得した上で、過疎地域以外においてもバス・タクシー事業に用いる車両で貨物の運送を行う
ことができることとする等の措置を講じます。 

【お問合せ先】 
（旅客自動車運送事業の許可について） 
自動車局旅客課 水田・遠藤    電話番号（代表） 03-5253-8111（内線 41255） 
                    （直通） 03-5253-8569 
（貨物自動車運送事業の許可について） 
自動車局貨物課 羽田野・柿原   電話番号（代表） 03-5253-8111（内線 41323） 
                       （直通） 03-5253-8575 


